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vol.163

今回は、「快適な生活環境づくりに奉仕する技術集団」をモットーに、ライフラインである県内
の上下水道、ごみ焼却場施設等の運転維持管理を通して快適な生活環境づくりに40年間奉仕し、
その培った技術力を経営資源に県外・海外をも今後視野に入れて発展し続けている興南施設管理
株式会社の屋良 学 代表取締役社長にお話を伺って参りました。

景気の変動にも左右されず、おかげさまで
40周年
興南施設管理株式会社は昭和52年５月、時代
のニーズに対応すべく、管・機械・電気・計
装・化学・土木等の総合技術が要求される各分
野のスタッフを結集した技術集団の会社として
設立され、今日に至っています。
以来弊社は、快適な文化生活と環境保全の支
えとなる公共の施設（上水道・下水道・ごみ焼
却場・総合病院等）の設計、施工はもとより、
これら施設の運転、操作、きめ細かい保守管理
に至るまでの一連の技術の取得と経験の蓄積を
図って参りました。
数多くのプラントや装置産業での省力化、省
エネ化、高度化等の企画にも参画させて頂いて
おり、平成14年５月にはISO9001、平成20年１
月にはOHSAS18001※を県内初で取得すること
ができ、近年の急速な技術革新の時代にマッチ
したハード、ソフトにわたるサービスの提供に
努めているところです。
弊社の主たる業務が住民生活のライフライン
ともいわれる公共施設である上水道、下水道、
及び、ごみ処理等の運転維持管理であるため、
景気の変動にも左右されず、今年５月にはおか
げさまで創立40周年を迎え、８月には本社を浦

添市安波茶から浦添市牧港へ新築移転すること
ができました。

快適な生活環境づくりに奉仕する技術集団
弊社のモットーは「快適な生活環境づくりに

奉仕する技術集団」であり、現在340人の従業
員が在籍し、住民生活に即影響するライフライ
ンを止めぬよう365日、24時間、年中無休で多
くの技術職員を派遣しています。
決して、この維持管理業務は華やかな仕事で

はありませんが、止めることのできない重要な
職責を負っており、我々はこれを天職として、
また縁の下の力持ちとして社会に奉仕させてい
ただいています。
弊社の技術職員が保有する免許資格は約100

種類に及び、運転維持管理に留まらず、点検、
修繕工事まで総合的に対応できるのが大きな特
徴であり強みです。

興南施設管理株式会社
　　　　　代表取締役社長　屋良　学

人と人との縁を大切にし、
縁を絶やさない

※OHSAS 18001　労働安全衛生方針
１．社員の労働災害低減のみならず、安全文化を創造

し、その継続的推進と継続的改善に努める。
２．労働安全衛生法をはじめ関係する法令を遵守し、

当社で定めた安全マニュアル及び安全衛生規定類
に基づき、労働安全衛生を確保する。

３．リスクアセスメント（危険予知）によって、潜在
的な危険有害要因を事前に、予見し効果的な安全
管理を行う。
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また最近では上下水道、ごみ処理場に続いて、
浄水場の運転維持管理の民間委託化が進んでき
ており、昨年４月より弊社は浄水場にも技術職
員を派遣し、その業務に即した免許・資格取得
のための人材育成にも力を入れています。

技術力が大きな経営資源
弊社が運転維持管理している常駐施設は現在
14施設あります。その中で延命化施設があり、
県内では最も古いゴミ処理場で全国でも２番目
に古い施設なのですが、この施設が最も弊社の
技術力を象徴しています。施設延命に徹した丁
寧な運転技術と管理、また、定期点検・修繕が
できる総合的な技術力の証です。
通常、本土では一つの大手メーカーが運転維
持管理を行いますが、沖縄の離島ならではの事
情もあって、弊社では複数メーカーの施設の運
転維持管理を行い、点検・整備等も全て自社で
行っているため、施設を動かすためのノウハウ
が蓄積されています。
この長年培った弊社の技術力は大きな経営資
源であり、県外への施設延命技術に関するコン

サル派遣、また、ODAやJICAが開発途上国に
造ったプラントへの技術教育派遣等、隙間的な
分野を掘り起こせる展望があります。

害虫駆除に活かされる技術力
弊社は沖縄県病害虫防除技術センターの運転

維持管理を行っています。センターでは「不妊
虫放飼法」によって平成５年にウリミバエを沖
縄全域から根絶させ、根絶後も東南アジア等の
発生地域からの侵入を防ぐために現在も「不妊
虫放飼法」による再侵入防止防除を実施してい
るのですが、弊社の技術力が不妊虫の飼育管理
に活かされています。
不妊虫の安定した飼育には、施設の温度・空

調管理が不可欠であり、24時間、非常にシビア
なライン管理が要求されます。生き物なので目
が離せません。
また、弊社では沖縄県病害虫防除技術セン

ターや農業研究センターの運転維持管理を引き
受けている関係もあり、県からの依頼もあって、
沖縄県の基幹作物、さとうきびの害虫駆除装置
「エコ虫トラップ」の開発を行い、装置の販売

運転維持管理施設と点検・整備
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を行っています。
自然エネルギー（太陽光）を使用し、光

（LED）の誘引力で害虫駆除が出来る環境にや
さしい捕獲装置で、「第41回　沖縄県産業まつ
り発明くふう展」で最優秀賞を受賞しました。
納入実績は宮古島市で1,794基、その他（県
内）で279基、県外で575基になります。

健康経営
弊社では、「企業が従業員の健康に配慮する
ことによって、経営面においても大きな成果が
期待できる」との基盤に立ち、健康管理を経営
的視点から考え、戦略的に実践する「健康経
営」に力を入れています。
弊社にはボイラーや焼却炉などの高温高所に
なる厳しい場所で点検・整備を行っている技術
職員がたくさんおり、体調不良は即、重大な事
故に繋がりかねません。
日頃からの健康管理が最も大切です。社員の
健康診断結果については、役員が厳しくチェッ
クし指導をしています。また、福利厚生の一つ
として、社員がいろいろなスポーツイベントに

参加するのを奨励する（完走証があれば会社が
参加費を負担）など、社をあげて健康経営に取
り組んでいます。

人と人との縁を大切にし、縁を絶やさない
私は、人と人との縁を大切にし、縁を絶やさ

ないように心掛けています。この会社を興す時
も、ビジネスも、また本社を移転する時も、そ
の適時適所での“人”の支援があって会社をここ
まで発展させることができました。
私事ではありますが、６年前より毎年、私の

誕生日をみんなで楽しんでいただこうという趣
旨で誕生会を開催しています。自身で企画・運
営をこなし、社員、お取引先、お世話になった
方々200名ほどを招待して楽しんでいただいて
います。
社員、その家族の皆様、また社外の方々の数

えきれない程の多くのご支援に深く感謝申し上
げます。

▲社長自らスポーツ
　イベントに参加

▲バースデーライブにて

▲害虫駆除装置「エコ虫トラップ」
（特許取得　2008−173035）

捕獲かご（目盛り付）
1,000匹単位
約5,000匹捕獲可能

光源部（LED)

電源部（太陽電池）
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陸上競技は開催件数149件に対して参加人数2,375人 ：１件当たり約16.3人
野球は開催件数91件に対して参加人数4,448人 ：１件当たり約50.0人
サッカーは開催件数30件に対して参加人数2,424人 ：１件当たり約80.8人

沖縄におけるキャンプ合宿・自主トレの経済波及効果
沖縄県「スポーツコンベンション開催実績一覧【平成27年度版】」より

１．沖縄県のスポーツコンベンション「キャンプ合宿・自主トレ」の特徴

沖縄県より「スポーツコンベンション開催実績一覧【平成27年度版】」が公表されました。
同報告に基づいて、当研究所では、沖縄県で開催されるスポーツコンベンションのうち2020
年東京オリンピックを前に増加が予想される「キャンプ合宿・自主トレ」について経済波及効
果を推計しました。

（1）主要種目は陸上競技・野球、最近ではサッカーも増加

沖縄県で開催される「キャンプ合宿・自主トレ」の総件数351件のうち、種目別で件数が多
いのは陸上競技146件、野球91件、サッカー30件となっています。陸上競技と野球は沖縄県
が冬春季のキャンプ地として定着しており、サッカーでは県による「芝人養成事業」等が奏効
し、サッカーキャンプ誘致・受入の増加傾向にあるようです。

（2）メイン開催会場は沖縄市が最多

キャンプ合宿の市町村別の受入状況をみると、最も多いのは沖縄市の93件で、次いで国頭
村の60件となっています。沖縄市は平成８年のスポーツコンベンションシティ宣言以来、各
種施設の整備とキャンプ誘致の取組推進により、広島東洋カープのキャンプ地、FC琉球や琉
球ゴールデンキングスのホームタウンなどの実績があり、国頭村も平成19年からスポーツ合
宿誘致プロジェクトを推進し、施設整備を進め成果があがっています。この他、那覇市24件、
糸満市22件、読谷村20件、名護市20件となっており、県内市町村でのキャンプ合宿の受入へ
の取組みも進展しているようです。

（3）平均滞在日数は9.4日で、２〜３月の開催が多い

キャンプ合宿・自主トレ全体の平均滞在日数は9.4日で、なかでも野球（12.8日）、サッカー
（11.4日）の滞在期間が長くなっています。特に、野球・サッカーのプロチームの滞在日数が
長く、地域経済への貢献が大きなものとなっているものと推察されます。
また、月別では３月100件、２月98件、１月79件と冬場の開催が多いのが大きな特徴で、
この傾向に変化はみられないようです。
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図１　主要競技種目別キャンプ合宿・自主トレ平均滞在日数

図２　キャンプ合宿・自主トレの月別の催件数

２．沖縄県のキャンプ合宿・自主トレの産業連関分析

産業連関表は平成29年３月に沖縄県企画部統計課より公表された「沖縄県産業連関表」を
スポーツコンベンション分析用に行部門と列部門を統合・調整した337部門表を使用しました。
本報告においては、スポーツコンベンションとしての「キャンプ合宿・自主トレ」に関連する
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表１　国内客消費額、外国客消費額の１人当り消費支出と平均泊数

資料出所：沖縄県文化観光スポーツ部「平成27年度観光統計実態調査」

表２　スポーツキャンプ・合宿・自主トレの項目別消費支出額

産業部門として宿泊、飲食、グラウンド管理、施設への移動を考え、「宿泊部門」、「飲食部門」、
「スポーツ施設提供業・公園・遊園地」、「交通部門」等を直接関連する対象部門と想定し、関
連する基礎指標は沖縄県文化観光スポーツ部「平成27年度観光統計実態調査」の値を使用し
ました。
同調査では国内客、海外客を対象に推計値が計上されていることから、「キャンプ合宿・自
主トレ」も国内、海外に分割して集計しました。この集計単位より１人１日当たりの費目別消
費支出を算出し、これに合わせて、競技種目別「キャンプ合宿・自主トレ」の需要額を「競技
種目別キャンプ合宿・自主トレ参加者数×滞在日数」×「１人１日当たりの費目別消費支出」
の算式で推計しています。

表２は推計された競技種目別「キャンプ・合宿・自主トレ」需要想定額となります。この結
果より、県外からの参加者による消費支出額は33億73百万円、海外からの参加者による消費
支出が４億97百万円となり、全体で38億７千万円の需要が発生したものと見積もられます。
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表１　国内客消費額、外国客消費額の１人当り消費支出と平均泊数

資料出所：沖縄県文化観光スポーツ部「平成27年度観光統計実態調査」

表２　スポーツキャンプ・合宿・自主トレの項目別消費支出額

表３　観光消費支出項目別経済波及効果集計表

３．スポーツキャンプ・合宿・自主トレの経済波及効果推計のモデル

本報告においては経済波及効果の算出に使用する産業連関モデルとして、家計消費を内生化
したモデルを用いています。誘発された産業部門別所得（ここでは付加価値のうちの雇用者所
得）が家計消費を誘発するモデルとなります。

［Ⅰ−（Ⅰ−M̂ ）A］X＝（Ⅰ−M̂ ）CVX＋（Ⅰ−M̂ ）Fi＋E ··········（1）
X＝［Ⅰ−（Ⅰ−M̂ ）（A＋CV）］−1［（Ⅰ−M̂ ）Fi＋E］ ·················（2）
　ただし、Ｘ：生産額、Ａ：投入係数、Ｍ：輸移入額、Ｅ：輸移出額、
　　　　　Ｖ：付加価値率、Ｃ：平均消費性向、Fi：消費Ｃを除く最終需要額

家計消費の跳ね返り効果をモデルに内生化したことで、投入係数が拡大され、レオンチェフ
逆行列も大きくなります。
この他に、商業マージン・運輸マージンは、総務省平成23年度産業連関表購入者価格表
108部門表の商業マージン、貨物運賃の値を使用し、これを337部門表の対応する産業部門に
配分比率しています。
表３は「キャンプ合宿・自主トレ」による経済波及効果の推計結果です。総合効果をみます
と「宿泊費」が最も大きく、27億円を上回る生産誘発額となっています。これは秋から冬の
期間に滞在日数の長いキャンプ合宿が多いためと考えられます。これに続いて、「飲食費」の
総効果が約19億円、「土産物・買物費」が約15億円となっています。以上より、最終需要増加
額約38億円に対して、県内需要増加額約23億円で、総合効果が約85億円となり、スポーツキャ
ンプ・合宿・自主トレによる経済波及効果の推計結果は約85.7億円の経済波及効果あると推
計されます。
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表４　沖縄県の旅行・観光消費の経済効果との比較

資料出所：沖縄県「平成27年度　沖縄県における旅行・観光の経済波及効果」

平成27年度の沖縄観光による旅行・観光の経済波及効果は１兆143億円となっており、

１兆円を超える規模となっています。観光客数も793.6万人と800万人台を目前に控えている

状況となっています。スポーツキャンプ・合宿・自主トレの参加人数は11,730人で観光客全

体に比べると0.14％となっています。これに対し、経済波及効果は85.7億円となっており、

計測モデルは異なりますが観光全体の経済波及効果の0.85％となっています。１件当たりの

宿泊期間が長く、参加人数も多いなど通常の観光の経済波及効果より経済効率の良い結果と

なっています。

特に、プロ野球やＪリーグなどのプロスポーツの場合、関係者やスタッフをはじめ、観覧に

訪れる観光客や取材に訪れるマスコミなど周辺での誘客効果も大きく、実際の経済波及効果は

今回推計を大きく上回ります。一例ですが、浦添市ではヤクルトの春季キャンプ受入により神

宮球場で「浦添デー」を開催し、特産品の販売やPRの場を設けています。このように県内自

治体の全国へのPR効果も高く、更なる受入れにむけた取組みが期待されます。

（株式会社おきぎん経済研究所　研究員　奥平　均）
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表４　沖縄県の旅行・観光消費の経済効果との比較

資料出所：沖縄県「平成27年度　沖縄県における旅行・観光の経済波及効果」

◎基本用語
経済波及とは、ある産業に対して生じた最終需要がその産業の生産を誘発し、これを起点に、
次々と他産業の生産を誘発する。

①　直接効果
新たな最終需要により生じる最初の生産増加額。
（例）建設業に新たに需要が発生した場合、その分は直接建設業の生産増加となる。

②　第１次間接波及効果
中間投入がもたらす関連産業への生産増加の波及。
（例）直接効果に伴い、建設業に関連する産業の原材料やサービスの生産が増加する。

③　第２次間接波及効果
雇用者所得の増加がもたらす新たな消費需要により誘発された生産額。
直接効果と第１次間接波及効果から粗付加価値が新たに増加し、そのうちの雇用者所得も増

加する。雇用者所得の増加は、新たな消費を誘発し、様々な産業の生産が誘発される。
※消費内生化モデル第１次・第２次間接波及効果は「間接効果」として同時計算される。

図３　沖縄におけるキャンプ合宿・自主トレの経済波及効果
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参考表　消費支出項目対応産業部門格付表
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起業に関する調査を行うグローバル・アントレプ

レナー・モニター（GEM）によると、日本の起業環

境は他の先進国に比べ遅れており、特に支援サービ

スなど「企業を取り巻く環境や制度」は調査対象

25ヵ国中最低となっています。

この反省に立ち、日本再興戦略ではベンチャー創

出力の強化を成長戦略の重要分野の一つとして位置

づけ、グローバル・ベンチャーが自然発生的に連続

して生み出される「ベンチャー・エコシステム」の

構築を目指し、「ベンチャー・チャレンジ2020」と

して取りまとめました。

沖縄県に目を向けてみると、開業率全国１位の高

い起業マインド、沖縄科学技術大学院大学の開学、

情報産業の成長、人口比率で全国３位ともいわれる

バイオ企業集積率など、次世代の高付加価値産業を

創出する環境ができつつあり、有望なベンチャー企

業も誕生してきています。

このようなベンチャー企業が地域の中核企業に成

長すると、その経済効果は関連産業にも波及し、雇

用創出も期待できます。そのためには、ベンチャー

の成長を支援できる専門人材の育成と、関係機関が

連携し課題・成長ステージごとに橋渡しできる環境

の整備が必要です。

またベンチャー・エコシステムでは、構成主体が

お互いに協調しつつ競争することで成長します。既

存の企業もこのような新しい成長分野にどう関わり、

自社のビジネスモデルに組み込むのか、10年先を見

据えた長期的な戦略が求められます。

（おきぎん経済研究所　研究員　仲本　功）

連携できる環境必要
ベンチャー企業の活性化

（平成29年５月７日掲載）

地域活性化に向けては、国内どの地域でも多様な

人材による多種（業種）形態のスタートアップ（起業、

再チャレンジも含む）をより多く発生させるか、そ

れらを既存事業所とどうタイアップさせるのかなど

の視点が必要となってきます。

県内の開廃業の状況は、全国をベースにすると「多

産多死エリア」にあり、東京都や大阪府、神奈川県、

福岡県などと都市機能の面から経済活動が活発化し

ている「新陳代謝の多い」地域と捉えられる一方、

地方経済の側面からは継続性に乏しい地域とも捉え

られがちです。

今後、沖縄にも到来する人口減少社会（人口動態

の波）を見据えると、ビジネスの主体（働き手）の

拡大やビジネス形態（働き方）にも柔軟性がより一

層求められます。

テクノロジー進化の波などから、サービス産業へ

経済の重点がシフトし地域の産業構造も変化してい

く可能性があります。

このような状況下、県内でも「多彩な人材をいか

に多くひきつけられるか」「多様な働き方をいかに促

進させるか」など、住民・企業・行政が一体となっ

た環境整備と、その実現に向けた柔軟かつ大胆な取

り組みが求められます。

職業観や就業観に関する選択肢の幅を最大限に広

げることで、スタートアップの機会を創出しながら

他地域との交流人口を増大させ、さらにあらゆる交

流を通じて異質な「才能」を地域に根付かせることで、

新たなビジネスが生まれる可能性を高め「多産少死」

へシフトさせていく必要があります。

（おきぎん経済研究所　研究員　當銘　栄一）

柔軟な人材確保を
ビジネス活性化

（平成29年４月30日掲載）
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沖縄県では65歳以上の人口割合が2015年10月時

点で19.6％と、５人に１人が65歳以上となる高齢化

が進んでいます。このうち約13.5％が認知症と言わ

れており、財産を管理承継することが困難なケース

も多くなっています。

そこで07年の改正信託法によりできた「家族信託」

が注目されています。信託銀行が取り扱う一般的な

信託商品は「受託者＝信託銀行」となります。家族

信託の基本的な仕組みは、信頼できる家族などに受

託者になってもらうもので「受託者＝家族」となり

ます。具体的には「財産所有者＝委託者」「財産を託

される人＝受託者」「財産からの利益を得る人＝受益

者」となります。

例えば「父親＝委託者」「信頼できる家族＝受託者」

として財産を管理・運営し「子＝受益者」として財

産からの利益を得ることができます。受託者はあく

までも財産の管理人で、財産の管理運営は受益者の

利益のため行うという義務が課せられます。

成年後見制度では、後見人は原則として相続人の

ための財産処分などができず、財産が凍結状態とな

りますが、家族信託は本人の判断能力がある状態で

利用でき、本人が判断能力を喪失した後も、本人（委

託者）の意向に沿った管理運営なら、積極的な資産

運用（不動産の建て替えなど）も受託者の責任と判

断で可能となります。まだ浸透していない制度です

が、自分の意志に添った柔軟な資産継承ができるこ

とから、今後普及していくことが期待されます。

（沖縄銀行　若松支店支店長　金城　寧）

注目される「家族信託」 「波之上」発展の可能性
歴史と交通の交差点

首里城や国際通り以外に外国人観光客が多数訪れ

る那覇の観光地があることをご存知でしょうか？　

それは波上宮です。創建600〜800年の歴史と、日本

と沖縄が融合した建築様式が異国情緒を感じさせる

ためか、１日の外国人参拝客は約300人ということ

で、全参拝客の半数以上を外国人が占めています。

大型クルーズ船の乗客や、近隣に集中する大型観

光ホテル宿泊客の散策コースにもなっており、近隣

には創建1368年の護国寺、孔子廟（びょう）、福州園、

波の上ビーチ、うみそら公園といった見どころもあ

ります。

波之上臨港道路とうみそらトンネルの連結地とい

う好立地に位置しており、トンネルを利用すれば那

覇空港から５分を要しません。県の主要港である那

覇港・泊港・安謝港にも隣接しており、県庁前まで

は徒歩15分圏内です。将来西海岸道路が完成すれば

中部方面へも直結する海、空、陸の交通の要衝へと

変化を遂げています。

異なる分野や文化が出合う「交差点」では革新的

なアイデアが生まれやすいといわれています。歴史

と人種、交通の交差点という波之上界隈の立地条件

は、若い起業家から大手企業まで、新たなビジネス

チャンスが生まれる場所かもしれません。

本日、５月21日は波上宮の「なんみん祭」最終日

です。沖縄では珍しい勇壮なお神輿（みこし）行列

が県庁前広場まで練り歩きます。120年以上続く伝

統のお祭りで、戦前は祭の日が県民の休日だったそ

うです。私も法被に着替えて参加します。見るより

は担ぐ方が断然面白いですよ。

（沖縄銀行　波之上支店長　崎山　和信）

（平成29年５月14日掲載） （平成29年５月21日掲載）

※琉球新報に掲載

受託者責任で運用可能


